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合弁会社（子会社）設立に関する合弁契約締結のお知らせ
 

　当社は、本日開催の取締役会において、DXHR株式会社との共同出資により、合弁会社（子会社）
（以下「本合弁会社」といいます。）を設立することについて決議いたしましたので、下記のとおり
お知らせいたします。

記
 

１．合弁会社設立の背景と目的
　当社は、生成AI技術の進展を背景に、同技術を活用した新たな成長領域の検討を進めてまいりまし
た。その中で、企業研修及び人材育成分野において生成AIを活用した実績とノウハウを有するDXHR
株式会社（本社：東京都渋谷区、代表取締役：前田一成、以下「DXHR」という。）と協議を開始し
ました。
　DXHRは、AIリスキリング領域において多数の法人向け導入実績を有しており、当社が有する事業
基盤及び顧客ネットワークとの親和性が高いことから、両社での共同事業化が最適であると判断しま
した。
　その後、両社は事業内容、役割分担、収益モデル及び事業立ち上げ後の運営体制等について協議を
行い、当社は主に事業基盤の提供、営業支援及び管理機能を担い、DXHRは研修コンテンツの開発及
び生成AIに関する技術・ノウハウの提供を担う体制が最適であるとの認識で一致しました。
　出資比率につきましては、当社が本合弁会社の経営主導及び事業推進責任を担うことから、両社の
役割分担及び事業リスク負担を踏まえ、当社 80％、DXHR 20％とすることが適切であると判断いたし
ました。
　本合弁会社では、DXHRが有する生成AI研修コンテンツを基盤として、当社がこれまでに培ってき
た事業基盤や知見を活かし、幅広い企業を対象に、AIリスキリング研修及びDX人材育成プログラムの
提供を行います。
　また、助成金制度の活用支援等を組み合わせることで、顧客企業の生産性向上及び人材育成ニーズ
に対応し、AI・DX時代に必要とされる人材の育成を支援してまいります。



２．合弁会社の概要
項目 内容

（１）商号 AIオペレーションズ株式会社
（２）所在地 東京都杉並区梅里一丁目７番７号 新高円寺ツインビル６階
（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 岡田博豊

代表取締役 児玉和宏
（注）両名は共同代表として、業務分掌に基づきそれぞれの役割を担い
ます。

（４）事業内容 生成AI技術を活用した人材育成・研修事業、AIリスキリング事業、DXコ
ンサルティング事業及びこれらに附帯する事業

（５）設立年月日 2026年１月23日
（６）資本金 1,000万円
（７）決算期 ２月末
（８）純資産 1,000万円
（９）総資産 1,000万円
（10）出資比率 ジーイエット株式会社 80％、DXHR株式会社 20％
３．共同出資の相手先の概要

項目 内容
（１）名称 DXHR株式会社
（２）所在地 東京都渋谷区渋谷二丁目24番12号 渋谷スクランブルスクエア39階
（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 前田一成
（４）事業内容 人材事業（人材紹介、派遣、業務委託）、事業開発・コンサルティング事

業、AIリスキリング事業、AIコンサルティング事業、AIインテグレー
ション事業、M&A支援事業

（５）設立年月日 2014年７月31日
（６）資本金 １億円
（７）大株主及び持株比率
（上位５名）
（2025年３月31日現在）

前田 一成 51.2％
GENE CAPITAL PTE. LTD. 12.8％
小橋工業株式会社 5.2％
窪田 剛 4.3％
株式会社リバネスキャピタル 2.8％

（８）上場会社と相手先の
関係

資本関係 該当事項はありません。
人的関係 該当事項はありません。
取引関係 該当事項はありません。
関連当事者の該当状況 該当事項はありません。

（９）最近３年間の財政状態及び経営成績
決算期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

売上高 362,146千円 512,454千円 1,086,972千円
営業利益 23,028千円 54,679千円 135,868千円
経常利益 32,219千円 82,198千円 129,888千円
当期純利益 27,358千円 51,908千円 124,498千円
１株当たり当期純利益 430円 816円 1,957円
純資産 80,486千円 132,395千円 256,893千円
総資産 394,714千円 533,826千円 950,695千円
１株当たり純資産 1,265円 2,081円 4,039円
 



４．合弁会社設立に関する日程
項目 予定日

合弁契約締結日 2026年１月22日
合弁会社設立日 2026年１月23日
事業開始日 2026年１月23日
 
５．今後の見通し
　本合弁会社は、当社が議決権の80％を保有することから、当社の連結子会社に該当いたします。
　本件は、当社の中長期的な成長戦略に合致する重要な施策であり、中長期的に当社の業績及び企業
価値向上に資するものと考えております。一方、本合弁会社の設立初年度における事業規模は限定的
であることから、現時点において、当社の連結業績に与える影響は軽微であると見込んでおります。
　今後、業績への影響を精査し、開示すべき事項が発生した場合には、速やかに開示いたします。
 

以上


